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研究成果の概要（和文）： 
 活火山地域での効果的な防災対策のために、対象火山のハザード、脆弱性、損害価値からリ

スク分析評価する手法を開発した。那須火山地域を具体的事例として、地域情報を GIS で整理

し、危険度評価を実施した。その結果、那須岳地域では宿泊施設や避難施設が火口 10-20km 地

域に多く分布するため、危険度評価値が高めとなった。この結果をふまえて、噴火イベントツ

リーと噴火シナリオを作成し、火山防災マップとハンドブックの改訂版を自治体から公表をし

た。わが国では活火山近傍地域まで生活空間としているため、危険度評価をふまえた次世代型

のハザードマップの作成が必要とされる。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Based on the GIS database of the population density and other social infrastructures, 

volcanic risk at Nasu active volcanic area was assessed by the hazard, vulnerability, and 

potential loss at risk. As many tourist facilities are located within 20km SW of Nasu 

volcano, the risk values are estimated to be high scores at the volcanic area. Because Japan 

has a high population density and a high land use, this often develops areas as living 

spaces, even areas close to the volcanoes. Consequently, the hazard map and risk 

assessment of the active volcanic areas are urgently needed for effective volcanic disaster 

management in a medium- and long term perspective. 
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１．研究開始当初の背景 
 火山災害のもつ特質： 火山災害はマグマ
活動に起因する火山現象を要因とするため，
発生地域が活火山近傍地域に特定されるこ
と，火山活動の様式と規模，および噴出物に
よって災害形態が多様であること，わが国で
の噴火活動は爆発的であること，火山地域の
多くは観光地であること，火山活動は推移に
より広域化や長期化すること，など他の自然
災害とは異なる特質をもつ。また，火山噴火
の活動間隔が数十年から数百年と長く，大規
模災害での発生頻度が低いために地域での
災害経験の教訓継承が著しく困難である。こ
うした火山災害のもつ特質を十分にふまえ
ると，効果的な火山防災対策となる。 
 防災情報 GIS 化・噴火シナリオ・リスク評
価： 火山災害の特質をふまえて，多くの火
山での災害の実績をできるだけ収集して，多
様な火山災害への対応のあり方の検討が必
須となる。近年，優れた機器の常時観測によ
るデータが得られて，火山現象のモデルやシ
ミュレーションがより精密化し，噴火活動の
イベントツリーやシナリオの作成精度も向
上しつつある。さらに，火山地域での防災基
礎情報のディジタル整備化がすすみ，GIS に
よる統合化が可能となっている。このため，
わが国での災害リスク評価やリスクマップ
の作成環境が急速に整いつつある。 
 ダイナミックな確率的対応での防災体
制：活火山の噴火警戒レベルが 2007 年 12 月
から導入されて，活火山地域の自治体ではこ
の防災対応が求められことになった。噴火活
動の推移にともなう警戒レベル変化に対応
できるダイナミックな防災体制の実現のた
めには，これまでの確定論的な防災対応に変
えて，確率論的観点が導入された防災対応が
必須である。そのためには活動経過にリアル
タイムで即応できる火山防災体制の構築が
急がれている。 
 上記の観点をふまえると，活火山地域の災
害実績と防災関係資料の収集によるデータ
ベースから，地域防災基礎情報の GIS 統合資
料に基づいて火山災害リスクの評価を実施
し、その結果を反映した新たなハザードマッ
プや地域防災計画を作成・実施していくこと
が、噴火警戒レベルに対応した効果的な火山

地域の防災体制となる。 
２．研究の目的 
 本研究は活火山地域の災害実績と防災関
係資料の収集によるデータベースから，わが
国での火山防災体制の現況を検証して改善
すべき点を整理する。さらに，代表的な活火
山地域をとりあげて，その活火山の噴火特性
と災害実績から噴火イベントツリーと噴火
シナリオを作成する。また地域防災基礎情報
の GIS 統合資料に基づいて，火山災害危険度
（リスク）を評価実施し，その結果をリスク
マップとして試作する。さらに，これをふま
えた新たな火山ハザードマップと効果的な
地域防災対策を提案する。これらの結果から，
活火山地域での活動度レベルに対応する確
率的予知の観点をもつ火山防災体制のあり
方を提案する。この成果を公開シンポジウム
（日本火山学会の火山防災委員会や火山防
災シンポジウム，申請者が世話人のひとり）
などの場で公開し，地域住民，自治体関係者，
防災関係者，火山研究者との意見交換をすす
め，火山防災基礎研究の分野からの次世代型
の火山防災体制の構築推進のための社会貢
献をめざす。 
３．研究の方法 
 世界の火山災害教訓から，整備された観測
体制での確度の高い噴火予知を実現し，精度
ある噴火イベントツリーとシナリオ，さらに
災害リスクの評価を実施してリスクマップ
を整備し，リアルタイムハザードマップを整
備することで，適切な避難指示が効果的な減
災対応であることは，最近の噴火災害事例で
実証されている。本研究では，以下の方法に
よって研究をすすめる。 
① 火山ハザードマップと関係資料の収集・
地域防災計画や防災体制関係の情報収集 
 わが国の活火山の火山ハザードマップと
関係資料は，高解像度画像として申請者らに
よって収集公表済みで，防災科学技術研究所
の HP で公開し，適宜更新している。これら
を補充更新するとともに，地域防災計画など
の火山防災資料を収集して，記載項目や内容
の検証をし，あわせて諸外国の資料も比較し
て，が国の活火山での災害実績や地域の火山
防災体制の現況を検証する。 
② 域防災情報の GIS ファイル化と噴火イベ



ントツリー・噴火シナリオ作成 
 代表的な活火山地域で，火山活動の特性，
噴火履歴，災害実績，自然環境（地形，気象
状況など），社会環境（公共施設，避難施設，
基盤インフラ施設，交通路など），さらに，
観測体制，火山防災マップ，防災ハンドブッ
ク，地域防災計画などを収集し，GIS による
地域防災統合ファイルとして整理する。対象
火山での加害要因（火山灰，溶岩流，火砕流
などの一次要因，泥流，斜面崩壊などの二次
要因）を分析検証する。その結果から，噴火
活動の推移で想定される災害要因となる現
象を噴火イベントツリーとして作成し，可能
性の高い活動推移についてその防災対応を
含めたシナリオ作成する。 
③ 火山災害リスクの評価手法開発と実施お
よびリスクマップの試作 
 火山活動による災害リスク評価はハザー
ド，脆弱性，損失価値などの因子を積算する
手法によるが，その具体的方法論が欧米火山
国では活発に議論されている。しかし，わが
国では活火山近傍まで生活空間が展開する
など社会環境があり，これまでの評価手法を
そのまま採用するのは適切でない。わが国の
火山地域に適する災害リスク評価の適する
評価項目の選定とランク付け，されに評価値
積算の手法などを検討し，開発する。代表的
な火山をとりあげて評価を実施し，リスクマ
ップ化する。またこの結果を，これまで欧米
で開発された火山リスク評価結果と比較検
証する。 
④ 結果の取りまとめと成果公開および次世
代型の火山防災のあり方の提案 
 具体的な活火山対象地域での，地域情報の
GIS 統合データの作成，それに基づく噴火イ
ベントツリーとシナリオ作成，さらに噴火警
戒レベルに即応する防災対策や住民避難指
示を含む火山防災マップのあり方を提案す
る。さらに火山災害リスク評価とリスクマッ
プの成果をふまえた次世代型の中・長期の火
山防災体制のあり方などを取りまとめる。こ
れらの成果を公開して，地域自治体，防災関
係者，火山研究者と議論をすすめ，確率予測
の観点での減災効果の高い新たな火山防災
体制のあり方を提案して，わが国の次世代型
の火山防災体制の構築へ寄与する。 
４．研究成果 
①わが国での火山ハザードマップ，関係資料，
地域防災計画など防災体制の検証 
 わが国の活火山地域でのハザードマップ，
地域防災計画，噴火警戒レベルについて，火
山ハザードマップデータベース(防災科研
HP)などから，整備状況を検証した。その結
果，現在までに 40 活火山で 135 ハザードマ
ップが公表されているが，更新を何度かすす
めて住民向けの明解な防災マップを作成し
た地域がある一方で，公表後 10 年以上経過

しても更新されてない地域があった。活火山
地域をもつ 26 都道県で，地域防災計画火山
災害対策編を作成したのは 7都県のみで，噴
火警戒レベルが導入されたのは 27 活火山地
域であった。このように，火山防災体制の取
り組みには地域ごとで大きな格差がみられ
る。これらの資料は詳細画像データとして，
防災科学技術研究所で HP 日英版を公開して
いる。 
②地域防災情報の GISファイル化と噴火イベ
ントツリー・噴火シナリオの作成 
 那須火山地域を対象活火山地域の事例に
とりあげて（申請者が那須岳火山防災委員会
に属し，過去に防災マップを作成協力した），
地域防災基礎情報を GISによって統合データ
ファイル化した。さらに，火山防災委員会の
ＷＧで，火山特性や噴火履歴などの資料を検
討し，将来発生する噴火活動を想定したイベ
ントツリーと噴火シナリオを作成した。また，
参考のために近傍の活火山である吾妻火山
についても，同様の作業を試行した。その結
果，両火山とも小規模な噴火活動では水蒸気
噴火による降下噴出物の災害の影響，中規模
噴火では火砕流とその後の火山泥流の影響
が深刻で，その防災対応を噴火シナリオの主
たる対象となった。 
③火山災害リスクの評価手法開発と実施お
よびリスクマップ作成 
 わが国の活火山地域での火山危険度（リス
ク）評価の手法を検討した結果，評価項目に
は ハ ザ ー ド （ hazard ）， 脆 弱 性
（vulnerability），損失価値（loss at risk）
を採用するが，それぞれの規模，頻度，回帰
性などについては，火山の活動特性，災害履
歴，地域の自然と社会環境などのランク付け
を共通的に設定する基準に工夫が必要で，今
後の課題となった。那須火山地域について，
地域基礎情報を GIS によって，上記の手法で
火山危険度評価を試行的に実施した。その結
果，那須岳地域では避難施設や宿泊施設の多
くが火口 10-20km 地域に分布し，したがって
避難施設を含む公共施設もここに集中する
ことになり，高めの危険度評価値となった。
さらにこの地域は河川沿いにあるため，火山
防災マップでのマグマ噴火に際しての火砕
流と火山泥流の想定分布地域内にある。これ
は，試行した吾妻火山でもほぼ同様の結果と
なった。 
④ 結果の取りまとめと成果公開による次世
代型の火山防災のあり方の提案 
 那須岳地域では，噴火イベントツリーと噴
火シナリオの検討結果をふまえて，那須岳火
山防災委員会として報告書を作成して，関係
機関などに配布した。また，これらの成果を
ふまえての，改訂版那須岳火山防災マップと
ハンドブックを作成して，那須町などの地域
自治体から住民配布向けての公表となった。



さらに，日本火山学会の火山防災シンポジウ
ムに際してこれらの結果を公表して，研究者，
自治体関係者，一般市民など広く公開討論会
の場で意見交換をすすめた。 
 活火山地域での土地活用や居住地域が多
いわが国での効果的な火山防災体制の構築
のためには，噴火イベントツリーや噴火シナ
リオ，危険度分析評価を反映されたハザード
マップの作成が有効である。このためには，
地域基礎情報を GIS統合データとすることで，
次世代型のリアルタイム型のハザードマッ
プ作成が可能となる。わが国の活火山地域で
の中・長期的な火山防災体制は，最近導入さ
れた噴火警戒レベル（平成 19 年 12 月より）
を効果的に生かされるためにも，こうした次
世代型ハザードマップを活用した地域防災
計画，防災施設の整備が今後は必要とされる。
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